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1.まえがき 

近年の大地震の多発を契機に、公共施設の耐震化についての国民の関心は非常に高く、東京国際空港にお

いてもレベル２地震動に対応した施設の耐震強化を進めているところである。本報告では、比較的深部に細

粒分の多い非改良の液状化層が存在する場合について、地震時及び地震後の変形照査を行い、施設の耐震性

能への影響についての検討を報告するものである。 

2.対象地盤および検討方法 

検討断面は、図-1 に示すとおりであり、上部にはエプロンが整備される予定である。このうちレベル２地

震動時に液状化の発生が予想されたのは Bs、As1、Ac2-1 層であった。このうち Ac2-1 層は、図-2 に示すよ

うに大半が細粒分で占められており、塑性指数が 15 以下のシルトである。そのため、ここでは Ac2-1 層の透

水係数が小さいこと、液状化試験結果より地震時に極端な剛性低下は発生しないこと、また液状化対策を Bs、

As1 層で実施すれば上位に非液状化層が 10m 以上あることなどから、Bs、As1 層について対策を施し、Ac2-1

層について対策を施さない場合について液状化の影響検討を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

検討にあたっては、港湾空港構造物の耐震性能評価では FLIP が最も用いられているが、FLIP では液状化

後の過剰間隙水圧の消散過程およびこれに伴う地盤変形を考慮することができないため、これらの問題を検

討するために近年開発された FLIPDIS1)を用いた。FLIPDIS は、FLIP の解析結果に基づき、応力・浸透を連

成した Biot の多次元圧密方程式を、有限要素法を用いて解析することにより地震終了後あるいは地震継続時

間中の過剰間隙水圧の消散（移動）およびこれに伴う沈下、変形の予測を行うものである。FLIPDIS で使用

できる土の構成式 2)は間隙水圧比 R に基づく指数関数からヤ

ング係数 Eを次式により定義している。 

R＝1－σm／σm0 ，Ｅ=Ｅ0(σm0／σma)
1/2／（EXP(aＲ－b)＋1.0） 

ここで、σm0は初期状態（地震発生前）での平均有効主応力、

σmaは基準平均有効拘束圧、a、b は入力パラメータである。 

 本検討では、パラメータ a、b の決定にあたっては、液状化

試験後に過剰間隙水圧の消散試験を実施し、その試験の結果

に、フィッティングすることにより決定した。その結果の一

例を、図-3 に示す。                    図-3 体積ひずみ～圧密時間関係（Ac2-1） 

キーワード：液状化解析、過剰間隙水圧、消散解析、体積圧縮係数、舗装勾配 
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図-4 および図-5 は、対策しない場合および対策した場合（Bs、As1 層のみ締固め工法）の地盤の変形図お

よび勾配を示している。図中には、地震前の地表面形状、地震直後の変形図、地震後 1 日および 1 ヵ月経過

した後の変形図、勾配を示している。また、比較のため石原ら 3)が提案しているせん断ひずみ～体積ひずみ

関係から一次元的（深度方向）に沈下量を算出した結果もあわせて示している。これらの図より、対策しな

い場合、対策した場合ともに液状化層が比較的水平な堆積構造をしているため地震中（非排水条件）には大

きな残留変形は認められない。このため、地震直後は対策しない場合、対策した場合ともにエプロンの許容

勾配（1%）を保っている。次に、対策しない場合の地震後の過剰間隙水圧の消散に伴う沈下に着目すると、

FLIPDIS による結果では水平方向に起伏が大きく（沈下量が 5～30cm）発生し、対策しない場合では許容勾

配を超える箇所が多数発生し、性能を維持できないことが明らかとなった。一方、一次元的に沈下を考えた

場合には液状化層がほぼ水平に堆積しているため、どの位置においても沈下は 15cm 前後とあまり起伏がな

い結果となった。このように両者で差異が生じた理由として、FLIPDIS では地表面標高の違いで生じる過剰

間隙水圧の差により、水圧分布、消散過程が二次元的に変化が生じているためと考えられる。したがって、

現実的には対策しない場合には FLIPDIS のような変形が生じるものと考えられる。また、対策後の変形量、

勾配を比較すると Bs、As1 層を対策することにより液状化層がなくなる範囲ではほとんど舗装体表面に沈下

が生じず、Ac2-1 層の対策を施していない範囲に関しても舗装体表面の沈下は 5cm 程度（透水係数が小さい

ために地震後 1 日後であれば 0～2cm 程度）と少ない。また、全域において地震後に許容勾配を超えること

なく性能を保持できることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4(a) 対策しない場合の地盤変形図         図-4(b) 対策した場合の地盤変形図   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5(a) 対策しない場合の舗装体の勾配        図-5(b)対策した場合の舗装体の勾配   
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